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１ 条例制定作業部会では、これまで条例の骨格とする事項を話し合ってきました。 

２ 市民からの意見が条例の骨格とする事項に活かされていますか？（資料２） 

３ 条例の骨格とする事項とは、市への要望事項ではありません。市民からの意見を基に条例制定作業部会の構

成員自らが考える現状の改善策です。 

４ グループ討議の間の発言については、議事録に収められていません。グループで話し合った結果、「条例案

に明記すべき事項」としたことが、どのような話し合いの過程を経てそうなったのかが第三者にも分かるよう

に「その考え」に記す必要があります。つまり、「その考え」とは、「条例案に明記すべき事項」の根拠となる

ものです。（「その考え」は、基本的に市民からの意見を基に生れてくるべきものと考えます。） 

５ グループ討議により、項目間の表現が統一されていないので、全体の表現を整える必要があります。 

６ 各グループのまとめの発表を受けた後の意見がほとんどありませんでしたが、条例制定作業部会の構成員す

べての方が、各グループのまとめたことについて、理解及び納得する必要があります。 

まとめにあたってのポイント 
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関係法律 条例制定作業部会のまとめた原案 
原案に対する事務局からの 

質問及び意見 
事務局からの提案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 相互理解の促進 

（条例案に明記すべき事項） 

市の責務として、社会モデル

について正しく啓発・広報を行

うこと。 

（その考え） 

障がい者に対する医学モデルから

社会の障壁や制度等にある社会モデ

ルが重要であり、その事について正

しい啓発・広報を行ってほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・「社会モデル」の定義付けが必要で

あるものと考えます。 

・①～⑨で「正しい」という用語が

４回使用されていますが、条例の

規定に基づく施策を実行するに当

たっては当然のことであるため、

削ってもよいものと考えます。仮

に削れない重要な用語であるとす

れば、すべての規定に使用する必

要があるとともに、定義付けする

必要があるものと考えます。 

（その考え） 

・なぜ、社会モデルの考えが相互理

解の促進にとって重要なのかとい

う根拠を示す必要があるものと考

えます。 

・根拠ではなく、要望になっていま

す。 

 

 

 

① 相互理解の促進 

（条例案に明記すべき事項） 

市の責務としては、社会モデ

ルについて正しく啓発・広報を

行うこと。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 
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障害者基本法 

（教育） 

第 16 条 

3 国及び地方公共団体は、障害者で

ある児童及び生徒と障害者でない

児童及び生徒との交流及び共同学

習を積極的に進めることによって、

その相互理解を促進しなければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市の責務として、義務教育に

おける「正しい障がい者教育」

を行うこと。 

（その考え） 

幼児期から後期中等教育を含む障

がい者別の理解と協力を得るための

教育を系統的に行ってほしい。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市の責務として、地域にある

団体、組織等へ連携組織化を図

ってほしい。 

（その考え） 

地域にあるあらゆる団体・組織等

の横の連携・協働を図るために積極

的に支援いただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・なぜ、義務教育における障がい者

教育が相互理解の促進にとって必

要なのかという根拠を示す必要が

あるものと考えます。 

・根拠ではなく、要望になっていま

す。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・要望と受け止められます。 

（その考え） 

・なぜ、団体、組織等の連携組織化

が相互理解の促進にとって必要な

のかという根拠を示す必要がある

ものと考えます。 

・根拠ではなく、要望になっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市の責務としては、義務教育

におけるいて「正しい障がい者

教育」を行うこと。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市の責務としては、地域にあ

る団体、組織等へが連携組織化

し、市と協働を図ってほしいれ

るよう支援すること。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 
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（条例案に明記すべき事項） 

当事者・家族・関係者が主体

的に啓発・広報・交流等につい

て積極的に行動を行う。 

（その考え） 

当事者・家族が主体となってあら

ゆる機会に組織化をはじめ行動を行

い相互理解に務めたい。 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市民（地域）は、障がい者に

ついて理解、協力に務めたい。 

（その考え） 

市民（地域）の理解が無ければ相

互理解は進展しない。市民は機会を

促へ、障がい者への理解・協力を深

める。 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・なぜ、当事者等が主体となって啓

発等を行うことが相互理解の促進

にとって必要なのかという根拠を

示す必要があるものと考えます。 

・根拠ではなく、願望になっていま

す。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・願望と受け止められます。 

・「障がい者」の定義付けが必要であ

るものと考えます。 

（その考え） 

・なぜ、相互理解の促進にとって市

民の理解が重要なのかという根拠

を示す必要があるものと考えま

す。 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

当事者障がい者・、その家族・

及びその関係者がは、自らが主

体的にとなって啓発・、広報・、

交流等についてを積極的に行動

を行うこと。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市民（地域）は、障がい及び

障がい者について理解し、障が

い者に協力配慮するように務め

たい努めること。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 
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障害者基本法 

（差別の禁止） 

第 4 条 何人も、障害者に対して、

障害を理由として、差別することそ

の他の権利利益を侵害する行為を

してはならない。 

 

 

 

障害者基本法 

（差別の禁止） 

第 4条 

2 社会的障壁の除去は、それを必要

としている障害者が現に存し、か

つ、その実施に伴う負担が過重でな

いときは、それを怠ることによって

前項の規定に違反することとなら

 

（条例案に明記すべき事項） 

市の責務として財政的に支援

を行うこと。 

（その考え） 

条例制定に伴う事やその後につい

ての財政的支援を行うこと。 

 

② 権利擁護 

（条例案に明記すべき事項） 

何人も障がい者に対し、差別

をしてはならない。 

（その考え） 

障がいのある人もない人も同じよ

うにかけがえのない人生を自分らし

く地域で生きる権利がある。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

合理的配慮 

（その考え） 

障害者権利条約第 19 条には「すべ

ての障害者が他の者と平等の選択の

機会をもって地域社会で生活する平

等の権利を認めるものとし」と、規

定されているように、障がいにより

 

（条例案に明記すべき事項） 

・財政上の措置に関する規定は、相

互理解の促進に限ったことではな

いため、総則的規定に明記すべき

であるものと考えます。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・「差別」の定義付けが必要であるも

のと考えます。 

（その考え） 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・第４回会議議事録 40頁によれば、

社会的障壁という言葉を入れて合

理的配慮の規定を置くということ

であるが、①～⑨においてまとめ

られた条例案に明記すべき事項が

社会的障壁を取り除くために実施

される合理的配慮であるというこ

 

（条例案に明記すべき事項） 

市の責務として財政的に支援

を行うこと。 

（その考え） 

条例制定に伴う事やその後につい

ての財政的支援を行うこと。 

 

② 権利擁護 

（条例案に明記すべき事項） 

何人も、障がい者に対し、差

別をしてはならない。 

（その考え） 

障がいのある人もない人も同じよ

うにかけがえのない人生を自分らし

く地域で生きる権利があるため。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

合理的配慮 

（その考え） 

障害者権利条約第 19 条には「すべ

ての障害者が他の者と平等の選択の

機会をもって地域社会で生活する平

等の権利を認めるものとし」と、規

定されているように、障がいにより
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ないよう、その実施について必要か

つ合理的な配慮がされなければな

らない。 

 

 

 

 

 

障害者虐待の防止、障害者の養護者

に対する支援等に関する法律 

（障害者に対する虐待の禁止） 

第 3 条 何人も、障害者に対し、虐

待をしてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

できないことは支援を受けながら普

通に人生を過ごすことができるよう

にすべきである。特別なことを求め

ているわけではない。社会的障壁と

いう言葉も入れる。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

障がい者に対しての虐待禁止 

（その考え） 

障害者虐待の防止、障害者の養護

者に対する支援等に関する法律第 79

号の定義に障害者虐待の類型は５つ

と規定されているが、それを検討す

る虐待禁止委員会の設置が必要。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

相談・助言及びあっせんの申

立て 

（その考え） 

市の機関に設置する。 

 

 

とでよいのではないか？ 

・「合理的配慮」、「社会的障壁」の定

義付けが必要であるものと考えま

す。 

（その考え） 

・普通とはどのようなことをいうの

か？ 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・条例案に明記すべきであるとした

根拠になっていません。 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・根拠になっていません。 

 

 

 

できないことは支援を受けながら普

通に人生を過ごすことができるよう

にすべきである。特別なことを求め

ているわけではない。社会的障壁と

いう言葉も入れる。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

障がい者に対しての虐待禁止 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者からの相談・、

助言及びあっせんの申立てを受

ける機関を設置すること。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 
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障害者基本法 

（公共的施設のバリアフリー化） 

第 21 条 国及び地方公共団体は、障

害者の利用の便宜を図ることによ

って障害者の自立及び社会参加を

支援するため、自ら設置する官公庁

施設、交通施設（車両、船舶、航空

機等の移動施設を含む。次項におい

て同じ。）その他の公共的施設につ

いて、障害者が円滑に利用できるよ

うな施設の構造及び設備の整備等

の計画的推進を図らなければなら

ない。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

権利侵害に対する解決手段 

（その考え） 

権利侵害に対して解決する仕組み

が必要。 

 

 

 

③ 生活環境 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、道路における段差の解

消、歩道の確保、視覚障がい者

誘導ブロック、音声案内等の整

備に努めるべきであること。 

（その考え） 

車イス利用者や視覚障がい者の歩

行に支障が来たす事態の解消が進ん

でいないため。 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・なぜ、権利侵害に対して解決する

仕組みが必要なのかという根拠を

示す必要があるものと考えます。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・段差の解消、歩道の確保、視覚障

がい者誘導ブロック、音声案内等

の整備は、条例に基づく具体的な

施策となります。 

（その考え） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者に対する権利

侵害に対するを解決手段する仕

組みを構築すること。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

 

③ 生活環境 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、道路における段差の解

消、歩道の確保、視覚障がい者

誘導ブロック、音声案内等の整

備に努めるべきであること。 

（その考え） 

車イス椅子利用者や視覚障がい者

の歩行に支障がを来たす事態の解消

が進んでいないため。 

（取り組むべき具体的な施策） 

段差の解消、歩道の確保、視覚障

がい者誘導ブロック、音声案内等の

整備 
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障害者基本法 

（住宅の確保） 

第 20 条 国及び地方公共団体は、障

害者が地域社会において安定した

生活を営むことができるようにす

るため、障害者のための住宅を確保

し、及び障害者の日常生活に適する

ような住宅の整備を促進するよう

必要な施策を講じなければならな

い。 

 

 

 

障害者基本法 

（住宅の確保） 

第 20 条 国及び地方公共団体は、障

害者が地域社会において安定した

生活を営むことができるようにす

るため、障害者のための住宅を確保

し、及び障害者の日常生活に適する

ような住宅の整備を促進するよう

必要な施策を講じなければならな

い。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

公営住宅のＵＤ化、公営住宅

における障がい者・高齢者専用

住宅の一層の確保を市に義務付

けること。 

（その考え） 

障害者基本法第20条の求める地方

公共団体の責務が十分には果たされ

ていないため、特に、既存の市営住

宅のＵＤ化改造に努める必要がある

と考えられるため。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、民間共同住宅のＵＤ化

に対して、補助金の交付等の支

援制度を整備すべきであるこ

と。 

（その考え） 

障がい者専用の公営住宅の整備の

不足を補うためには、障がい者の入

居可能な民間アパートの確保が不可

欠であり、そのためには、改造費等

の援助制度が必要となるため。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・目的規定、理念規定及び定義規定

の議論がなされていませんが、本

条例の対象は「障がい者」です。 

（その考え） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・補助金の交付等は、条例に基づく

具体的な施策となります。 

（その考え） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、公営市営住宅のＵＤ化、

公営住宅における及び障がい

者・高齢者専用住宅の一層の確

保を市に義務付ける行うこと。 

（その考え） 

障害者基本法第20条の求める地方

公共団体の責務が十分には果たされ

ていないため、特に、既存の市営住

宅のＵＤ化改造に努める必要がある

と考えられるため。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、民間共同住宅のＵＤ化

に対して、補助金の交付等のす

る支援制度を整備すべきである

すること。 

（その考え） 

障がい者専用の公営市営住宅の整

備の不足を補うためには、障がい者

の入居可能な民間アパートの確保が

不可欠であり、そのためには、改造

費等の援助制度が必要となるため。 
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（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者の民間住宅の

賃借を円滑化するため、①障が

いを理由とする入居拒否を禁止

し、②障がい者が賃借する際の

保証人制度を整備すべきこと。 

（その考え） 

障がい者が民間住宅を賃借するこ

とが今猶困難な状況があり、これを

克服するために必要な処置を講じる

必要があるため。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

障がい者のためのショートス

テイ、グループホーム、福祉ホ

ーム高齢者入所施設の整備に努

めるべきことを明記すること。 

（その考え） 

これらの施設の整備は、親亡き後

の問題の解決にも結びつくものであ

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・目的規定、理念規定及び定義規定

の議論がなされていませんが、本

条例の対象は「障がい者」です。 

（その考え） 

・補助金の交付等は、条例に基づく

具体的な施策となります。 

 

（取り組むべき具体的な施策） 

民間共同住宅のＵＤ化に対する補

助金の交付 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者の民間住宅の

賃借を円滑化するため、①障が

いを理由とする入居拒否を禁止

し、②障がい者が賃借する際の

保証人制度を整備すべきるこ

と。 

（その考え） 

障がい者が民間住宅を賃借するこ

とが今猶なお困難な状況がにあり、

これを克服するために必要な処置を

講じる必要があるため。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者のためのショ

ートステイ、グループホーム、

福祉ホーム高齢者入所施設の整

備に努めるべきことを明記する

こと。 

（その考え） 

これらの施設の整備は、親亡き後
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障害者基本法 

（公共的施設のバリアフリー化） 

第 21 条 国及び地方公共団体は、障

害者の利用の便宜を図ることによ

って障害者の自立及び社会参加を

支援するため、自ら設置する官公庁

施設、交通施設（車両、船舶、航空

り、特に早急に整備すべきことが求

められるところ。市内には、知的障

がい者のためのグループホームが全

くないという状況にあり、精神障が

い者のためのグループホームも不足

している状況にある。 

市は、これらの施設の整備に関す

る基本計画を立て、年度ごとの整備

目標を具体化するとともに、補助金

の交付等に努めるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び事業者は、公共的施設

を建設するにあたっては、計画

段階において障がい者の要望を

聴取する機会を必らず設けるべ

きである旨を明記すること。 

（その考え） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・「事業者」の定義付けが必要である

ものと考えます。 

（その考え） 

 

 

 

の問題の解決にも結びつくものであ

り、特に早急に整備すべきことが求

められるところである。市内には、

知的障がい者のためのグループホー

ムが全くないという状況にあり、ま

た、精神障がい者のためのグループ

ホームも不足している状況にあるた

め。 

市は、これらの施設の整備に関す

る基本計画を立て、年度ごとの整備

目標を具体化するとともに、補助金

の交付等に努めるべきである。 

（取り組むべき具体的な施策） 

ショートステイ、グループホーム

及び福祉ホームの整備に関する基本

計画の策定及びそれらの施設の整備

に対する補助金の交付 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び事業者は、公共的施設

を建設整備するにあたっては、

計画段階において、障がい者の

要望意見を聴取するく機会を必

らず設けるべきである旨を明記

すること。 
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機等の移動施設を含む。次項におい

て同じ。）その他の公共的施設につ

いて、障害者が円滑に利用できるよ

うな施設の構造及び設備の整備等

の計画的推進を図らなければなら

ない。 

2 交通施設その他の公共的施設を

設置する事業者は、障害者の利用の

便宜を図ることによって障害者の

自立及び社会参加を支援するため、

当該公共的施設について、障害者が

円滑に利用できるような施設の構

造及び設備の整備等の計画的推進

に努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共的施設をＵＤ化することは、

法令上も義務付けられているところ

であるが、障がい者の要望を事前に

聴取して計画化するという手順が守

られていないために、建設完了後に

手直しを迫られるというケースが多

く見られている。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び事業者は、障害者基本

法 21 条 2項に基づいて、公共的

施設に求められる措置としての

障がい者専用駐車場、トイレ、

音声によるガイド、手話・筆記

手段の確保につとめるべきこ

と。 

（その考え） 

公営温泉、ＪＲ、スーパー、コン

ビニ、ＡＴＭ、市役所対応窓口、銀

行等において、障がい者の利用を一

層容易にするため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・障がい者が公共的施設を円滑に利

用できていない事実を示す必要が

あるものと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その考え） 

公共的施設をＵＤ化することは、

法令上も義務付けられているところ

であるが、障がい者の要望意見を事

前に聴取しいて計画化整備するとい

う手順が守られてしていないため

に、建設整備完了後に手直しを迫ら

れるというケースが多く見られてい

るため。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び事業者は、障害者基本

法第21条第1項及び第2項の規

定に基づいてき、公共的施設に

求められる措置設備としての、

障がい者専用駐車場、トイレ、

音声によるガイド、手話・及び

筆記手段その他の設備の確保に

つと努めるべきこと。 

（その考え） 

公営温泉、ＪＲ、スーパー、コン

ビニ、ＡＴＭ、市役所対応窓口、銀

行等において、障がい者の利用を一

層容易にする（障がい者が公共的施

設を円滑に利用できていない事実を
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（条例案に明記すべき事項） 

市及び事業者は、車いす利用

者、視覚聴覚障がい者のＪＲ、

バス、タクシーへの利用を円滑

にするため体制の整備、研修の

実施等につとめるべきこと。 

（その考え） 

車いすによるＪＲの利用が不可能

なこと、支援連絡が不十分であった

り、運転手による乗車拒否、迷惑顔、

リフトバス、低床バスの不足等の問

題が解消していないため。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、精神障がい者に対する

交通手段の確保等に関する施策

の拡充につとめるべきこと。 

（その考え） 

バス料金軽減等が精神障がい者に

は図られていないため。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

 

 

 

 

挿入する必要があるものと考えま

す）ため。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び事業者は、車いす椅子

利用者、並びに視覚及び聴覚障

がい者のＪＲ、バス、タクシー

への利用を円滑にするための体

制の整備、研修の実施等につと

努めるべきこと。 

（その考え） 

車いすによるＪＲの利用が不可能

なこと、また、支援連絡が不十分で

あったり、運転手による乗車拒否、

及び迷惑顔、並びにリフトバス、及

び低床バスの不足等の問題が解消し

ていないため。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、精神障がい者に対する

交通手段の確保等に関する施策

の拡充につと努めるべきこと。 

（その考え） 

身体障がい者及び知的障がい者と

比べて、バス料金などの公共交通料
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障害者基本法 

（防災及び防犯） 

第 26 条 国及び地方公共団体は、障

害者が地域社会において安全にか

つ安心して生活を営むことができ

るようにするため、障害者の性別、

年齢、障害の状態及び生活の実態に

応じて、防災及び防犯に関し必要な

施策を講じなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障害者に対する災害時

の支援のあり方について東日本

大震災の教訓を踏まえた基本計

画の策定に取組むべきこと。 

その内容として、 

① 要援護者リストの作成のあ

り方の再検討と援助者リス

ト、援助手順作成の必要性 

② 福祉避難所の整備の必要性 

③ 災害時の情報伝達システム

の整備の必要性（特に視覚障

害） 

④ 避難後の支援のあり方、避

難所の運営のあり方に関する

マニュアルの作成の必要性 

⑤ 障がい者に必要とされる災

害用備蓄品の確保のための指

針 

⑥ 防災士を含む災害ボランテ

ィア育成システムの必要性 

⑦ 日常的な防災ネットワーク

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・「その内容として」以降は、条例に

基づく具体的な施策となっていま

す。 

（その考え） 

・目玉ともいうべきテーマではあり

ますが、それは条例案に明記すべ

きであるとする客観的な根拠には

なりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金の軽減等割引措置制度が精神障が

い者には図られていないため。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障害がい者に対する災

害時の支援のあり方について、

東日本大震災の教訓を踏まえた

基本計画の策定に取組むべきこ

と。 

その内容として、 

① 要援護者リストの作成のあ

り方の再検討と援助者リス

ト、援助手順作成の必要性 

② 福祉避難所の整備の必要性 

③ 災害時の情報伝達システム

の整備の必要性（特に視覚障

害） 

④ 避難後の支援のあり方、避

難所の運営のあり方に関する

マニュアルの作成の必要性 

⑤ 障がい者に必要とされる災

害用備蓄品の確保のための指

針 

⑥ 防災士を含む災害ボランテ

ィア育成システムの必要性 
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の構築に努めること 

等を盛り込むこと。 

（その考え） 

これらは、東日本大震災の教訓と

して、特に重要な事項であり、本条

例の目玉ともいうべきテーマであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 日常的な防災ネットワーク

の構築に努めること 

等を盛り込むこと。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

（取り組むべき具体的な施策） 

① 要援護者リストの作成のあり方

の再検討並びに援助者リスト及び

援助手順作成 

② 福祉避難所の整備 

③ 災害時の情報伝達システムの整

備（特に視覚障害） 

④ 避難後の支援のあり方、避難所

の運営のあり方に関するマニュア

ルの作成 

⑤ 障がい者に必要とされる災害用

備蓄品の確保のための指針の策定 

⑥ 防災士を含む災害ボランティア

育成システムの構築 

⑦ 日常的な防災ネットワークの構

築 
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障害者基本法 

（防災及び防犯） 

第 26 条 国及び地方公共団体は、障

害者が地域社会において安全にか

つ安心して生活を営むことができ

るようにするため、障害者の性別、

年齢、障害の状態及び生活の実態に

応じて、防災及び防犯に関し必要な

施策を講じなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、市内各地区ごとに、障

がい者・高齢者の参加する防災

避難訓練を毎年実施することに

努めること。 

（その考え） 

これらは、東日本大震災の教訓と

して、特に重要な事項であり、本条

例の目玉ともいうべきテーマであ

る。 

 

④ 雇用・就労 

（条例案に明記すべき事項） 

事業者は、労働者の募集又は

採用に当たって、障害を理由と

して、応募若しくは採用を拒否

し、又は条件を課し、その他不

利益な取扱いをしないこと。 

（その考え） 

「単独で通勤ができるか」「車いす

の方が使用できるトイレがない」「Ａ

ＤＬが自立している」等々の欠格条

項があることは間接的な差別にあた

る。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・目的規定、理念規定及び定義規定

の議論がなされていませんが、本

条例の対象は「障がい者」です。 

（その考え） 

・目玉ともいうべきテーマではあり

ますが、それは条例案に明記すべ

きであるとする客観的な根拠には

なりません。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・「不利益な取扱い」の定義付けが必

要であるものと考えます。 

・「障がい」の定義付けが必要である

ものと考えます。 

（その考え） 

・障がいを理由とした不利益な取扱

いは、直接差別ではないのか？ 

・「また」以降は、条例案に明記すべ

き事項にあたり、それは、「その他

不利益な取扱いをしないこと」に

含まれるものと考えます。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、市内各地区ごとに、障

がい者・高齢者の参加する防災

避難訓練を毎年実施することに

努めること。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

 

 

 

④ 雇用・就労 

（条例案に明記すべき事項） 

事業者は、労働者の募集又は

採用に当たって、障害がいを理

由として、応募若しくは採用を

拒否し、又は条件を課し付し、

その他不利益な取扱いをしない

こと。 

（その考え） 

「単独で通勤ができるか」「社内に

車いすの方が使用できるトイレがな

い」「ＡＤＬが自立しているか」等々

の欠格条項があることは間接直接的



- 16 - 
 

 

 

 

 

 

障害者の雇用の促進等に関する法律 

（障害者である短時間労働者の待遇

に関する措置） 

第 80 条 事業主は、その雇用する障

害者である短時間労働者が、当該事

業主の雇用する労働者の所定労働

時間労働すること等の希望を有す

る旨の申出をしたときは、当該短時

間労働者に対し、その有する能力に

応じた適切な待遇を行うように努

めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、採用試験に於いては、障が

い特性に即した試験方法を実施する

こと。（合理的配慮） 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

事業者は、賃金、労働時間そ

の他の労働条件又は配置、昇進

若しくは教育訓練若しくは福利

厚生について、障害を理由とし

て、不利益な取扱いをしないこ

と。 

（その考え） 

・精神障がい者の特性に合わせた短

時間労働の実施。 

・重度身体障がい者の在宅就労の実

施。 

・福祉的就労に於ける工賃を増やす

方策の実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・根拠になっていません。条例に基

づく具体的な取組内容となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な差別にあたるため。 

また、採用試験に於いては、障が

い特性に即した試験方法を実施する

こと。（合理的配慮） 

 

（条例案に明記すべき事項） 

事業者は、賃金、労働時間そ

の他の労働条件又は配置、昇進

若しくは教育訓練若しくは福利

厚生について、障害がいを理由

として、不利益な取扱いをしな

いこと。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

（事業者の具体的な取組内容） 

① 精神障がい者の特性に合わせた

短時間労働の実施。 

② 重度身体障がい者の在宅就労の

実施。 

③ 福祉的就労における工賃を増や

す方策の実施。 
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障害者基本法 

（雇用の促進等） 

第 19 条 

2 事業主は、障害者の雇用に関し、

その有する能力を正当に評価し、適

切な雇用の機会を確保するととも

に、個々の障害者の特性に応じた適

正な雇用管理を行うことによりそ

の雇用の安定を図るよう努めなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

事業者は、障がい者が働きや

すい環境を整えるよう努力する

こと。 

（その考え） 

・働きやすい環境を整えるよう各種

雇用助成金の利用を進める。 

・ジョブコーチの利用、障害者職業

生活相談員を配置し、障がい者の

相談体制を整え、長期による就労

に繋げられるようにする。 

・会議、研修の際の資料等について

障がい特性に即した合理的配慮を

行う。 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び事業者は、障がいを理

由として、解雇し、又は退職を

強いることを禁ず。 

（その考え） 

・雇用助成金が終わると無言の圧力

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・根拠になっていません。条例に基

づく具体的な取組内容となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・聞いたことがあるでは、根拠には

なりません。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

事業者は、障がい者が働きや

すい環境を整えるよう努力すめ

ること。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

（事業者の具体的な取組内容） 

① 働きやすい環境を整えるよう各

種雇用助成金の利用を進める。 

② ジョブコーチの利用、障害者職

業生活相談員を配置し、障がい者

の相談体制を整え、長期による就

労に繋げられるようにする。 

③ 会議、研修の際の資料等につい

て障がい特性に即した合理的配慮

を行う。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び事業者は、障がいを理

由として、障がい者を解雇し、

又は退職を強いることを禁ず。

てはならないこと。 

（その考え） 
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や嫌がらせ等により退職を強いる

ことが過去の事例であったと聞い

たことがある。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者の希望と適性

に応じ、障がい者が雇用契約に

基づき就労することが可能とな

り、及び福祉的就労関係事業所

（障害者自立支援法に基づく就

労継続支援その他就労関係の事

業を実施する事業所をいう。第

31 条第 3 項及び第 32 条におい

て同じ。）における工賃の水準の

向上その他必要な環境が整備さ

れるよう、企業、関係行政機関

その他関係者との連携及び協力

により、必要な施策を講じなけ

ればならない。 

（その考え） 

・障がい者の雇用・就労の推進に向

けた施策を講ずること。 

・各種雇用助成金の活用の啓発と助

成金制度では対応できない通勤支

援等の公的サービスの利用を可能

 

 

 

 

(条例案に明記すべき事項) 

・ヘルスキーパー制度導入の推進に

関することについては、どのよう

に盛り込むのか？ 

（その考え） 

・根拠になっていません。条例に基

づく具体的な施策となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者の希望と適性

に応じ、障がい者が雇用契約に

基づき就労することが可能とな

り、及び福祉的就労関係事業所

（障害者自立支援法に基づく就

労継続支援その他就労関係の事

業を実施する事業所をいう。第

31 条第 3 項及び第 32 条におい

て同じ。）における工賃の水準の

向上その他必要な環境が整備さ

れるよう、企業、関係行政機関

その他関係者との連携及び協力

により、必要な施策を講じなけ

ればならないること。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

（取り組むべき具体的な施策） 

① 障がい者の雇用、就労の推進に

向けた施策の実施。 
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障害者基本法 

（雇用の促進等） 

第 19 条 国及び地方公共団体は、国

及び地方公共団体並びに事業者に

おける障害者の雇用を促進するた

め、障害者の優先雇用その他の施策

を講じなければならない。 

 

障害者の雇用の促進等に関する法律 

（身体障害者又は知的障害者の雇用

に関する事業主の責務） 

第 37 条 すべて事業主は、身体障害

者又は知的障害者の雇用に関し、社

会連帯の理念に基づき、適当な雇用

の場を与える共同の責務を有する

ものであって、進んで身体障害者又

は知的障害者の雇入れに努めなけ

とする新たな施策の推進。 

・官公需及び一般入札の際の障がい

者雇用事業所へのより一層の配分

増加措置の実施。 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び障がい者の雇用の促進

等に関する法律（昭和 35 年法律

第 123 号）第 43 条第 1項に規定

する事業主又は使用者は、同条

第 2 項で定める障害者雇用率の

達成はもとより、一層の障がい

者雇用の促進に努めなければな

らない。 

前項以外の事業主又は使用者

は、事業内容などを勘案して、

障がい者の雇用促進に努めるも

のとする。 

（その考え） 

・現在、市の障害者法定雇用率は達

成されてはいるが、まだまだ数的

には少ないと言わざるを得ない状

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・根拠ではなく、願望や要望になっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 各種雇用助成金の活用の啓発と

助成金制度では対応できない通勤

支援等の公的サービスの利用を可

能とする新たな施策の実施。 

③ 官公需及び一般入札の際の障が

い者雇用事業所へのより一層の配

分増加措置の実施。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び障がい害者の雇用の促

進等に関する法律（昭和 35 年法

律第 123 号）第 43 条第 1項に規

定する事業主又は使用者は、同

条第 2 項で定める障害者雇用率

の達成はもとより、一層の障が

い者雇用の促進に努めなければ

ならないること。 

前項以外また、その他の事業

主又は使用者は、事業内容など

を勘案して、障がい者の雇用促

進に努めるものとすること。 

（その考え） 

・現在、市の障害者法定雇用率は達

成されてはいるが、まだまだ数的

には少ない低いと言わざるを得な
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ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

況にある為、より一層の雇用が望

まれる。 

・職種は色々ありますが、様々な障

がい、また、重度、軽度に係らず

就労が可能となるよう事業者には

雇用形態、仕事内容の細分化をお

願いしたい。 

 

⑤ 保健・医療 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者及びその家族

が安心して医療を受けられるた

めの施策を講じること。そのた

めに、各現場の垣根を越えて連

携し、また必要な財源を確保す

ること。 

（その考え） 

障がい者及びその家族は、様々な

困難を抱えており、医療を受けるこ

とがままならないことがある。また、

個別の障がいについて医療関係者に

知識や理解がなく対応が困難な場合

もある。したがってだれもが医療受

けられることを保障するための支援

策、及び医療関係者の障がいへの理

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・財政上の措置に関する規定は、保

健・医療に限ったことではないた

め、総則的規定に明記すべきであ

るものと考えます。 

（その考え） 

・様々な困難というと根拠に乏しい

ため、具体的なことを 1 つ又は２

つ列挙したほうがよいと考えま

す。 

・「特に」以降は、条例に基づく具体

的な施策となっています。 

・障害者自立支援法に基づく市の新

規施策の実施はありえません。 

 

 

い状況にある為ため、より一層の

雇用が望まれる。（事業主又は使用

者の現状が抜けています。） 

・再考したほうがよいものと考えま

す。 

 

 

 

⑤ 保健・医療 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者及びその家族

が安心して医療を受けられるた

めの施策を講じること。そのた

めに、各現場の垣根を越えて連

携し、また必要な財源を確保す

ること。 

（その考え） 

障がい者及びその家族は、様々な

困難（具体的な困難を挿入する必要

があるものと考えます。）を抱えてお

り、医療を受けることがままならな

いことがある。また、個別の障がい

について、医療関係者に知識や理解

がなく対応が困難な場合もある。し

たがってだれもが医療を受けられる
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解を進めることが不可欠である。 

特に以下の事項を実現する必要が

ある。 

・自立支援法、地域生活支援事業に

おける別府市独自の施策の拡充と

必要な財源の確保。 

・医療現場での介護サービス利用（コ

ミュニケーション支援・通院支援

の拡充等）の実現。 

・６５歳になる障がい者への介護保

険１割利用料金負担の減免施策の

実施と市単独での財源の確保。 

・医療、介護、教育現場との連携に

よる発達障がい児への相談体制と

適切な支援及び保育、義務教育を

安心して受けられるような施策の

実施。また、これら施策に係る人

材の育成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことを保障するための支援策、及び

医療関係者の障がいへの理解を進め

ることが不可欠であるため。 

特に以下の事項を実現する必要が

ある。 

・自立支援法、地域生活支援事業に

おける別府市独自の施策の拡充と

必要な財源の確保。 

・医療現場での介護サービス利用（コ

ミュニケーション支援・通院支援

の拡充等）の実現。 

・６５歳になる障がい者への介護保

険１割利用料金負担の減免施策の

実施と市単独での財源の確保。 

・医療、介護、教育現場との連携に

よる発達障がい児への相談体制と

適切な支援及び保育、義務教育を

安心して受けられるような施策の

実施。また、これら施策に係る人

材の育成。 

（取り組むべき具体的な施策） 

・地域生活支援事業における別府市

独自の施策の実施。 

・医療現場での介護サービス利用（コ

ミュニケーション支援・通院支援
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（条例案に明記すべき事項） 

市は、緊急を要する事態につ

いての対応を確立すること。 

（その考え） 

精神科等の緊急時の対応は不十分

である。その対応を民間病院のみに

委ねるのではなく、公的な対応が不

可欠である。自治体が責任を持って、

病院、家族会、消防等の連携をすす

め対応を充実させることが必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・どういった理由で対応が不十分で

あるのかが分かりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の拡充等）の実現。 

・６５歳になる障がい者への介護保

険１割利用料金負担の減免施策の

実施。 

・医療、介護、教育現場との連携に

よる発達障がい児への相談体制と

適切な支援及び保育、義務教育を

安心して受けられるような施策の

実施。また、これら施策に係る人

材の育成。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者に緊急を要す

る事態についてが発生した場合

の対応を確立すること。 

（その考え） 

精神科等病院の緊急時の対応は、

（理由を挿入する必要があるものと

考えます。）不十分である。そのため、

その対応を民間病院のみに委ねるの

ではなく、公的な対応が不可欠であ

る。自治体が責任を持って、病院、

家族会、消防等の連携をすすめ推進

し、緊急時の対応を充実させること

が必要であるため。 
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（条例案に明記すべき事項） 

市は、医療現場の改善に障が

い者及びその家族の声を反映す

るよう仕組みを整備する。 

（その考え） 

市が実施したアンケート及び条例

をつくる会のアンケートにおいて

も、医療現場における具体的な課題

が様々に指摘されている。これらの

声を放置せず、一つずつ改善される

ための仕組みが欠かせない。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者が住み慣れた

地域で暮らすことができるよう

に、地域における障がいへの理

解を進めるとともに、自治委

員・民生児童委員・保健・医療・

福祉・教育関係者等による地域

における障がい者とその家族へ

の理解と支援のシステムを確立

する。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・様々というと根拠に乏しいため、

具体的なことを 1 つ又は２つ列挙

したほうがよいと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・保健・医療に関することではなく、

相互理解の促進に関することでは

ないか？ 

（その考え） 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、医療現場の改善に障が

い者及びその家族の声を反映す

るよう仕組みを整備すること。 

（その考え） 

市が実施したアンケート及び条例

をつくる会のアンケートにおいて

も、医療現場における具体的な課題

が様々（具体的な課題を挿入する必

要があるものと考えます。）に指摘さ

れている。これらの声を放置せず、

一つずつ改善されるするための仕組

みが欠かせないため。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者が住み慣れた

地域で暮らすことができるよう

に、地域における障がいへの理

解を進めるとともに、自治委

員・民生委員・児童委員・保健・

医療・福祉・教育関係者等によ

る地域における障がい者とその

家族への理解と支援のシステム

を確立する。 
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（その考え） 

障がい者とその家族は、周囲に理

解してもらえない困難を抱えて地域

で暮らしている。その実情を理解し、

様々な立場の人たちが協力して支え

合う地域をつくることが安心して暮

らせる地域をつくることになる。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、保健・医療サービスを

利用しやすくするために、国や

県に対して提言するとともに、

市独自で可能な取り組みは積極

的に推進する。 

（その考え） 

医療費の支払や手続きについて、

簡素化を進めている地域が増えてい

るが、本県・本市では取り組みが進

んでいない。外出や書類の記入が困

難等の人たちに対する手続きの簡素

化は急ぐべきである。 

具体的に、重度心身障害者医療費の

医療機関窓口での精算体制の早期実

施が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・「具体的に」以降は、条例に基づく

具体的な施策となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その考え） 

障がい者とその家族は、周囲に理

解してもらえない困難を抱えて地域

で暮らしている。その実情を理解し、

様々な立場の人たちが協力して支え

合う地域をつくることが障がい者が

安心して暮らせる地域をつくること

になるため。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、保健・医療サービスを

利用しやすくするために、国や

県に対して提言するとともに、

市独自で可能な取り組みは積極

的に推進すること。 

（その考え） 

医療費の支払や手続きについて、

簡素化を進めている地域が増えてい

るが、本県・本市では取り組みが進

んでいない。外出や書類の記入が困

難等の人たちに対する手続きの簡素

化は急ぐべきである。 

具体的に、重度心身障害者医療費の

医療機関窓口での精算体制の早期実

施が必要である。 
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（条例案に明記すべき事項） 

医療、介護等の事業者は、従

事者に対して、障がい者（児）

や障がいに対する理解を進める

ための研修を受けさせるよう努

めなければならない。 

（その考え） 

現在の障がいの定義を「社会モデ

ル」と考えた時に、これまでの範囲

では収まらない部分が出てくると考

えられることから、様々な障がい種

別に関する知識や技術が望まれる。

これらスキルや経験のための研修を

実施する際は、有識者のみならず当

事者やその家族を講師として招致

し、経験や思いを聞く機会をできる

だけ多く設けることが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・等とは、何を包括しているのです

か？ 

・「障がい児」の定義付けが必要であ

るものと考えます。 

（その考え） 

・障がいの定義を社会モデルと考え

るのであれば、研修が必要な者は、

医療、介護等の事業者に限らない

のではないか。条例案に明記すべ

き事項とその考えとの関係に違和

感を覚えます。 

・根拠ではなく、願望になっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

（取り組むべき具体的な施策） 

重度心身障害者医療費の支給の現

物給付化 

 

（条例案に明記すべき事項） 

医療、介護等の事業者は、従

事者に対して、障がい者（児）

や障がいに対する理解を進める

ための研修を受けさせ実施する

よう努めなければならないるこ

と。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 
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教育基本法 

（教育の機会均等） 

第 4 条 すべて国民は、ひとしく、

その能力に応じた教育を受ける機

会を与えられなければならず、人

種、信条、性別、社会的身分、経済

的地位又は門地によって、教育上差

別されない。 

2 国及び地方公共団体は、障害のあ

る者が、その障害の状態に応じ、十

⑥ 保育・教育 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、小学校就学前の障がい

のある子どもに対し、共に生き、

共に育ち合う保育を基本とし、

他の児童とともに集団幼保育を

実施すること。 

（その考え） 

障がいのある子どもの健全発達に

は、他の子どもと遊びや学びなどを

共に行うことにより、障がいのある

子どもはもとより他の子ども達に

も、地域にも健全な発達を促す。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、教育を受けるに当たり、

日本国憲法をはじめ、教育基本

法、障害者基本法に基ずき、教

育の機会均等を保障されなけれ

ばならない。 

（その考え） 

教育を権利として受け止め、誰も

が等しく権利を行使出来るよう条文

化してほしい。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・この考えの根拠は何ですか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・根拠ではなく、要望になっていま

す。 

 

 

 

 

 

⑥ 保育・教育 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、小学校就学前の障がい

のある子ども児に対し、共に生

き、共に育ち合う保育を基本と

し、他の児童とともに集団幼保

育を実施すること。 

（その考え） 

障がいのある子どもの健全発達に

は、他の子どもと遊びや学びなどを

共に行うことにより促され、障がい

のある子どもはもとより他の子ども

達にも、地域にも健全な発達を促す

ため。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、教育を受けるに当たり、

障がい者に対し、日本国憲法を

はじめ、教育基本法、障害者基

本法に基ずづき、教育の機会均

等を保障されしなければならな

い。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 
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分な教育を受けられるよう、教育上

必要な支援を講じなければならな

い。 

 

障害者基本法 

（教育） 

第 16 条 国及び地方公共団体は、障

害者が、その年齢及び能力に応じ、

かつ、その特性を踏まえた十分な教

育が受けられるようにするため、可

能な限り障害者である児童及び生

徒が障害者でない児童及び生徒と

共に教育を受けられるよう配慮し

つつ、教育の内容及び方法の改善及

び充実を図る等必要な施策を講じ

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、就学時はもとより就学

前の幼保を含め包括的な支援を

行わねばならない。 

（その考え） 

現状は障がい児の希望や保護者の

希望がかなわない。 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、義務教育の中で障がい

の正しい理解を得られるようカ

リキュラム等に位置付けるとと

もに、児童、生徒、保護者等に

対して、福祉教育を行ってほし

い。 

（その考え） 

障がいの正しい理解を子どもの段

階から教育してほしい。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・どういった希望なのかということ

を具体的に１つ又は２つ列挙した

ほうがよいと考えます。 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・保育・教育に関することではなく、

相互理解の促進に関することでは

ないでしょうか？ 

・要望と受け止められます。 

（その考え） 

・根拠ではなく、要望になっていま

す。 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、就学時はもとより就学

前の幼保を含め障がい児に対

し、教育の包括的な支援を行わ

ねばならないうこと。 

（その考え） 

現状は、障がい児の希望（具体的

な希望を挿入する必要があるものと

考えます。）や保護者の希望（具体的

な希望を挿入する必要があるものと

考えます。）がかなわないため。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、義務教育の中で障がい

の正しい理解を得られるようカ

リキュラム等に位置付けるとと

もに、児童、生徒、保護者等に

対して、福祉教育を行ってほし

いうこと。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 
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（条例案に明記すべき事項） 

教職員に対し、障がいについ

て、研修をはじめレベルアップ

をするべき。 

（その考え） 

教職員での障がい児（者）の正し

い理解が不十分と思われる。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、特別支援学校や普通校

等との連携や調整を図るため教

育センター等を設立する。 

（その考え） 

横の連携（県立・市立）を調整し、

障がい児が安心出来るようしてほし

い。 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・思われるでは、根拠となりません。 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・等とは、何を包括しているのです

か？ 

（その考え） 

・なぜ、連携や調整が必要なのかと

いう根拠を示す必要があるものと

考えます。 

・根拠ではなく、要望になっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

教職員に対しは、障がいについ

て、研修をはじめレベルアップ

をするべき受けるなどにより、

障がいに対する理解を深めるこ

と。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、特別支援学校や普通学

校等との連携や調整を図るため

教育センター等の機関を設立す

ること。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 
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障害者基本法 

（文化的諸条件の整備等） 

第 25 条 国及び地方公共団体は、障

害者が円滑に文化芸術活動、スポー

ツ又はレクリエーションを行うこ

とができるようにするため、施設、

設備その他の諸条件の整備、文化芸

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、外国籍の児童（障がい

児含）に対しても、就学、福祉

教育等されたし。 

（その考え） 

別府市はＡＰＵはじめ外国籍の

人々が多い。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、教職員に対し「社会モ

デル」の考え方等を啓発し、障

がい児（者）の正しいモデルを

示してほしい。 

（その考え） 

教職員が社会モデルの考え方の理

解が不足している。 

 

⑦ 芸術文化・スポーツ 

（条例案に明記すべき事項） 

芸術文化、スポーツに参加す

る為には、サポート体制づくり、

指導員の育成が必要である。又、

参加できる場所、スポーツ芸術

 

（条例案に明記すべき事項） 

・定義規定の話し合いが済んでいま

せんが、外国籍の児童が障がい児

であれば、わざわざこの事項を明

記する必要はないものと考えま

す。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・等とは、何を包括しているのです

か？ 

・正しいモデルとは、何ですか？ 

（その考え） 

・理解が不足しているという根拠は

何なのかを示す必要があるものと

考えます。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・どういった問題があるのかという

ことを具体的に１つ又は２つ列挙

したほうがよいと考えます。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、外国籍の児童（障がい

児含）に対しても、就学、福祉

教育等されたし。 

（その考え） 

別府市はＡＰＵはじめ外国籍の

人々が多い。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、教職員に対し「社会モ

デル」の考え方等を啓発し、障

がい児（者）の正しいモデルを

示してほしいすこと。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

 

⑦ 芸術文化・スポーツ 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者が芸術文化、

スポーツに参加する為には、こ

とができるようサポート体制づ

くり、指導員の育成が必要であ
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術、スポーツ等に関する活動の助成

その他必要な施策を講じなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の種類に関しての情報提供を積

極的に行なうべき。 

（その考え） 

この芸術文化、スポーツについて

市民からの意見がないということで

したが、日中、平日は学校や作業所

へ行っている障がい者（児）の土日

の余暇活動場所、参加できるサポー

ト体制、スポーツ・芸術を指導でき

る指導員の育成と派遣体制がなく、

余暇活動の広報の仕方など問題があ

る。 

 

 

 

 

 

⑧ 生活支援 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び相談支援事業者は、相

談及び支援に当たっては、障害

当事者やその家族の人権に配慮

し、地域で自立した生活をする

上で必要なサービスの情報提供

ならびに支援を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・現在の相談支援が不十分であると

いう根拠は何なのかを示す必要が

あるものと考えます。 

・「精神障がいのある方へ」以降は、

る、情報提供を行うこと。又、

参加できる場所、スポーツ芸術

の種類に関しての情報提供を積

極的に行なうべき。 

（その考え） 

この芸術文化、スポーツについて

市民からの意見がないということで

したが、日中、平日はに学校や作業

所へ行っている障がい者（児）の土

日の余暇活動場所、参加できるサポ

ート体制、スポーツ・芸術を指導で

きる指導員の育成と派遣体制がな

く、また、余暇活動の広報の仕方な

どに問題（具体的な問題を挿入する

必要があるものと考えます。）がある

ため。 

 

⑧ 生活支援 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び相談支援事業者は、相

談及び支援に当たっては、障害

がい当事者やその家族の人権に

配慮し、地域で自立した生活を

する上で必要なサービスの情報

提供ならびに及び支援を行うこ
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（その考え） 

・各種障害者手帳を申請する者に対

する現在の相談支援が不十分であ

ると考える。医療や福祉サービス

は多岐に渡り、急性期の当事者や

家族の苦悩や混乱は容易に想像が

でき、心身両面の支援及び医療費、

福祉サービス費等金銭に係る助成

制度の周知に関する支援は必要不

可欠である。医療と介護が連携し、

行政の待ちの姿勢ではなく一層の

積極的な相談体制を図るべきであ

ると考えます。 

・精神障がいのある方への２４時間

３６５日のサポート支援を実施す

るための電話を含めた相談窓口の

設置。 

 

 

 

 

 

 

 

 

条例に基づく具体的な施策となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と。 

（その考え） 

・（相談支援が不十分である根拠を挿

入する必要があるものと考えま

す。）各種障害者手帳を申請する者

に対する現在の相談支援が不十分

であると考える。医療や福祉サー

ビスは多岐に渡り、急性期の当事

障がい者や家族の苦悩や混乱は容

易に想像ができ、心身両面の支援

及び医療費、福祉サービス費等金

銭に係る助成制度の周知に関する

支援は必要不可欠である。医療と

介護が連携し、行政の待ちの姿勢

ではなくより一層の積極的な相談

体制を図るべきであると考えま

す。 

・精神障がいのある方への２４時間

３６５日のサポート支援を実施す

るための電話を含めた相談窓口の

設置。 

（取り組むべき具体的な施策） 

精神障がいのある方への２４時間

３６５日のサポート支援を実施する

ための電話を含めた相談窓口の設
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障害者基本法 

（相談等） 

第 23 条 

2 国及び地方公共団体は、障害者及

びその家族その他の関係者からの

各種の相談に総合的に応ずること

ができるようにするため、関係機関

相互の有機的連携の下に必要な相

談体制の整備を図るとともに、障害

者の家族に対し、障害者の家族が互

いに支え合うための活動の支援そ

の他の支援を適切に行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、相談及び支援に当たっ

ては、事業者及び様々な相談機

関や関係機関との連携を図り、

総合的な相談体制の確立及びそ

れら相談窓口へつなぐためのワ

ンストップ体制の家族を含めた

ピアサポートの仕組みを構築す

ること。 

（その考え） 

・様々な相談窓口があるために返っ

てどこに相談をすればよいか分か

らない現状があるため、現相談事

業所と身近にある相談場所から必

要な相談先に繋げサービス支援を

行うしくみが必要であると考えま

す。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び相談支援事業者は、相

談及び支援の際に必要な専門技

術ならびに職業倫理の向上に努

めなければならない。 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・１日当たり１事業所の相談件数を

単純計算した場合、７件（10,696

置。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、相談及び支援に当たっ

ては、事業者及び様々な相談機

関や関係機関との連携を図り、

総合的な相談体制の確立及びそ

れら相談窓口へつなぐ繋ぐため

のワンストップ体制の家族を含

めたピアサポートの仕組みを構

築すること。 

（その考え） 

・様々な相談窓口があるために返っ

てどこに相談をすればよいか分か

らない現状があるため、現相談事

業所と身近にある相談場所から必

要な相談先に繋げ、サービス支援

を行うしくみが必要であると考え

ます。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び相談支援事業者は、相

談及び支援の際に必要な専門技

術ならびに並びに職業倫理の向

上に努めなければならないるこ
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（その考え） 

・現在、別府市の委託を受けている

相談支援事業所が４か所、指定相

談支援事業所が２か所在るが、相

談件数から鑑みて、事業所数なら

びに相談員の人数が少ないと感じ

る。 

県は委託の見込みのある事業所し

か指定を出さないと新規の申請す

ら門前払いしているが、指定相談

事業所を拡充し、利用者への選択

肢の拡充やより密で質の高い相談

支援体制を整備する必要があると

考えます。また、事業所や相談員

の質やスキル、経験の向上のため、

現場に即したさらなる研修を実施

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

件÷365 日÷4事業所）となるが、

相談件数から鑑みて、事業所数と

相談員数が少ないとなぜ感じるの

かという具体的な根拠を示す必要

があると考えます。 

・事業所数と相談員数が少ないと感

じていることと、条例案に明記す

べき事項とすることとの関連が分

かりづらいです。 

・県は委託の見込みのある事業所し

か指定を出さないと新規の申請す

ら門前払いをしているという根拠

は何ですか？ 

・「また」以降は、条例に基づく具体

的な施策となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と。 

（その考え） 

・現在、別府市の委託を受けている

相談支援事業所が４か所、指定相

談支援事業所が２か所在あるが、

相談件数から鑑みて、（具体的な根

拠を挿入する必要があるものと考

えます。）事業所数ならびに及び相

談員の人数が少ないと感じる。 

県は委託の見込みのある事業所し

か指定を出さないと新規の申請す

ら門前払いしているが、指定相談

事業所を拡充し、利用者への選択

肢の拡充やより密で質の高い相談

支援体制を整備する必要があると

考えます。また、事業所や相談員

の質やスキル、経験の向上のため、

現場に即したさらなる研修を実施

すること。 

（取り組むべき具体的な施策） 

事業所職員や相談員の質やスキ

ル、経験の向上のための現場に即し

たさらなる研修の実施。 
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障害者基本法 

（情報の利用におけるバリアフリー

化等） 

第 22 条 国及び地方公共団体は、障

害者が円滑に情報を取得し及び利

用し、その意思を表示し、並びに他

人との意思疎通を図ることができ

るようにするため、障害者が利用し

やすい電子計算機及びその関連装

置その他情報通信機器の普及、電気

通信及び放送の役務の利用に関す

る障害者の利便の増進、障害者に対

して情報を提供する施設の整備、障

害者の意思疎通を仲介する者の養

成及び派遣等が図られるよう必要

な施策を講じなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、情報を利用することが

困難な障がい者に対し、または

それら障がい者をサポートする

事業者に対して、情報通信の技

術を利用しやすい環境の整備そ

の他の必要な施策を講じなけれ

ばならない。 

（その考え） 

・障がい特性に合わせた合理的配慮

の実施。 

・視覚障がい者協会等との連携によ

り点字プリンターの貸し出しやプ

リントアウトサービス（有料）の

実施。 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び事業者は、行事、イベ

ント、研修、会議等を開催する

際ならびに生活に必要不可欠な

情報の提供及び通信を行うとき

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・根拠になっていません。条例に基

づく具体的な施策となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・根拠になっていません。条例に基

づく具体的な施策となっていま

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、情報を利用する得るこ

とが困難な障がい者に対し、ま

たはそれら障がい者をサポート

する事業者に対して、情報通信

の技術を利用しやすい環境の整

備その他の必要な施策を講じな

ければならないること。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

（取り組むべき具体的な施策） 

① 障がい特性に合わせた合理的配

慮の実施。 

② 視覚障がい者協会等との連携に

より点字プリンターの貸し出しや

プリントアウトサービス（有料）

の実施。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市及び事業者は、行事、イベ

ント、研修、会議等を開催する

際ならびに並びに生活に必要不

可欠な情報の提供及び通信を行
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障害者基本法 

（情報の利用におけるバリアフリー

化等） 

第 22 条 

2 国及び地方公共団体は、災害その

他非常の事態の場合に障害者に対

しその安全を確保するため必要な

情報が迅速かつ的確に伝えられる

よう必要な施策を講ずるものとす

るほか、行政の情報化及び公共分野

は、意思疎通が困難な障がい者

に対し、それぞれの障がいの特

性を理解し、その特性に応じた

配慮を行うものとする。 

（その考え） 

・聴覚障がいのある方への手話通訳、

要約筆記の準備。視覚障がいのあ

る方への配布物の点字化等、障が

い特性に合わせた合理的配慮の実

施。 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、災害発生時や緊急時に

自治会や民生委員・児童委員、

事業者等の各関係機関と連携し

要援護者である障がい者に対し

て、その障がい特性に合わせた

情報提供を迅速かつ正確に行わ

なければならない。 

（その考え） 

・避難所や福祉避難所に関する情報

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・根拠になっていません。条例に基

づく具体的な施策となっていま

す。 

 

 

 

 

うときは、意思疎通が困難な障

がい者に対し、それぞれの障が

いの特性を理解し、その特性に

応じた配慮を行うものとするこ

と。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

（取り組むべき具体的な施策） 

① 聴覚障がいのある方への手話通

訳、要約筆記の準備。 

② 視覚障がいのある方への配布物

の点字化等、障がい特性に合わせ

た合理的配慮の実施。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、災害発生時や緊急時に

自治会や民生委員・児童委員、

事業者等の各関係機関と連携し

要援護者である障がい者に対し

て、その障がい特性に合わせた

情報提供を迅速かつ正確に行わ

なければならないうこと。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま
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における情報通信技術の活用の推

進に当たっては、障害者の利用の便

宜が図られるよう特に配慮しなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提供や避難支援のしくみを整備。 

・避難先での障がい特性に合わせた

情報提供と支援をつなぐしくみを

作る。 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者への差別や虐

待が起きた際には相談及び調停

を行う委員会を設置すること。 

（その考え） 

・差別や虐待が発生した際の解決に

向けた相談窓口と解決のしくみづ

くりを整備。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者はみんな違う

という理解のもと住み慣れた家

において、安心して日常生活を

送れるよう必要な施策を講じる

こと（当事者や家族と話し合う

姿勢が大切） 

（その考え） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・なぜ、委員会の設置が必要なのか

という根拠を示す必要があるもの

と考えます。 

 

 

 

（条例案に明記すべき事項） 

・「ノーマライゼーション理念に基づ

く誰もが住み慣れた地域の中で安

心して住み続けられる」というこ

とをどのように盛り込むのか？ 

 

（その考え） 

・根拠になっていません。条例に基

す。 

（取り組むべき具体的な施策） 

① 避難所や福祉避難所に関する情

報提供や避難支援の仕組を整備。 

② 避難先での障がい特性に合わせ

た情報提供と支援を繋ぐ仕組を作

る。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者への差別や虐

待が起きた際にはの相談及び調

停を行う委員会を設置するこ

と。 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

 

（条例案に明記すべき事項） 

市は、障がい者や家族と話し

合う姿勢を大切にし、障がい者

はみんな違うという理解のもと

住み慣れた家において、安心し

て日常生活を送れるよう必要な

施策を講じること。（当事者や家

族と話し合う姿勢が大切） 
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・その人にあわせた個別サービスの

充実を図る 

・相談業務の充実を図る 

・親が亡くなった時の支援体制の整

備 

・親が病気になったり緊急時の受け

入れ体制などのサービスの整備 

・知的、精神のグループホームの充

実を図る 

・在宅支援者の人材育成と保障の充

実を図る 

・別府市民に対して地域で支援する

という気運をじょうせいする 

・保護者が気がねなく話し合える場

づくり 

・緊急時のみまもり体制は複数の方

法で地域をまき込んで行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

づく具体的な施策となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その考え） 

再考したほうがよいものと考えま

す。 

（取り組むべき具体的な施策） 

① その人に合わせた個別サービス

の充実を図る。 

② 相談業務の充実を図る。 

③ 親が亡くなった時の支援体制の

整備。 

④ 親が病気になったり緊急時の受

入体制などのサービスの整備。 

⑤ 知的、精神のグループホームの

充実を図る。 

⑥ 在宅支援者の人材育成と保障の

充実を図る。 

⑦ 別府市民に対して地域で支援す

るという気運を醸成する。 

⑧ 保護者が気がねなく話し合える

場づくり。 

⑨ 緊急時の見守り体制は複数の方

法で地域を巻き込んで行う。 
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⑨ その他 

（条例案に明記すべき事項） 

なし。 

（その考え） 

所得保障と親亡き後の問題につい

て、今後、細分化して議論していき

ます。 

（条例案に明記すべき事項） 

 

（その考え） 

・いつ細分化して議論するのか？ 

⑨ その他 

（条例案に明記すべき事項） 

なし。 

（その考え） 

所得保障と親亡き後の問題につい

て、今後、細分化して議論していき

ます。 

 

 


